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第１章  計画の策定にあたって 

１. 計画の背景と目的 

(１) 背景 

人口減少、市民の節水意識の向上及び節水機器の普及等による下水道使用料収入の減少、保有

する資産の老朽化に伴う大量更新時期の到来等により下水道事業を取り巻く経営環境は厳しさを

増すことが予想されており、継続的な経営健全化に向けた取り組みが求められている。 

下水道は、市民の日常生活に欠くことのできない社会基盤施設であり、公衆衛生の確保と生活

環境の改善及び公共用水域の水質保全といった役割を果たしており、将来にわたり事業を安定的

に継続していかなければならない。 

下水道事業の現状を鑑み、総務省は、安定的な事業継続を目的として中長期的な経営の基本計

画である「経営戦略」の策定を要請している（「公営企業の経営に当たっての留意事項について」

平成 26年８月 29日付）。 

本市の下水道事業は汚水整備の人口普及率が 99.8％（令和５年度末）と概成しており、「建設

の時代」から「維持管理の時代」へと移行していく中で、施設の維持管理や老朽化及び耐震対策

として、ストックマネジメント推進事業（※）、総合地震対策事業（※）、舞浜ポンプ場整備事業

等を計画的に実施していくなど、安定した経営が求められている。 

このような状況に先立ち、本市では、令和２年度から下水道事業に地方公営企業法を適用（※）

し、安定した下水道事業経営に向けた取り組みを鋭意進めているところである。 

 

(２) 目的 

本市では、市民の生活基盤である下水道サービス水準の維持向上を図るとともに、将来にわた

り安定的・継続的な事業経営を推進するため、令和３年３月に中長期的な経営の基本計画である

「浦安市下水道事業経営戦略」（以下「経営戦略」という。）を策定したところであるが、今般、

社会情勢の変化を踏まえた見直しを行うものである。 
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２. 計画の位置づけ 

経営戦略は、下水道事業が将来にわたり安定的に事業を継続するための中長期的な計画であり、

「投資試算」（施設・設備投資の見通し、支出）、「財源試算」（財源の見通し、収入）、「投資・

財政計画」（収支計画）で構成される（図１－１）。下水道事業に係る各施策等は経営戦略に整

合するよう実施する。 

 

 

図 １－１ 経営戦略のイメージ 

 

３. 計画期間 

総務省が示す経営戦略における期間の設定については、「中長期的な視点から経営基盤の強化

に取り組むことができるように、計画期間は 10年以上を基本とする」という方針から、下水道事

業の中長期的な予測の確実性を見通すことができる 10年間を計画期間として設定する。 

 

計  画  期  間 

令和７年度から令和 16年度までの 10年間 

 

 

投資・財政計画（収支計画）

・組織、人材、定員等に関する事項
・広域化、民間の資金・ノウハウ活用等に関する事項
・資金不足比率、資金管理・調達、情報公開
・その他経営基盤強化の取組 など

投 資 試 算

※住民サービスを維持する
ための必要な目標設定

※投資額の合理化
・ダウンサイジング
・長寿命化 など

財 源 試 算

※財源構成の検討
・内部留保資金の見直し
・料金の見直し

投資以外の経費

効率化・健全化の取組方針

均 衡

反映
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第２章  下水道事業の現状と分析 

１. 下水道事業の現状 

(１) 下水道事業の概要 

本市は、東京湾の奥部に位置し、東と南は東京湾に面し、西は旧江戸川を隔てて東京都江戸川

区を臨み、北は市川市と接している。昭和 39年の東京湾の海面埋め立て事業開始を皮切りに急速

に都市化が進み、昭和 58年には東京ディズニーランドがオープンし周辺地区に大型リゾートホテ

ルなどが建設された。JR京葉線の開通に伴う新浦安、舞浜の駅周辺の整備も進み、現在東京ベイ

エリアを代表する都市として発展を続けているところである。 

本市の下水道事業は、昭和 48年に策定された千葉県江戸川左岸流域下水道（※）の関連公共下

水道として、昭和 50 年に浦安市江戸川左岸流域関連公共下水道事業に着手した。本市の汚水は、

江戸川左岸流域下水道の江戸川第二終末処理場で処理され、旧江戸川及び東京湾に放流されてい

る。市域 1,879ha のうち都市計画区域が 1,697ha であり、その全域が下水道計画区域となってい

る。令和６年３月現在、処理区域面積（※）が約 1,584.84ha、面積普及率（※）が 93.4％、人口

普及率（※）が 99.8％、水洗化率（※）が 98.1％となっており、現在も事業継続中である（図２

－１）。 

 

図 ２－１ 公共下水道事業一般図  
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(２) 下水道施設の整備状況 

表 ２－１ 施設の状況 

供用開始年度 昭和 59年４月 12日 法適・非適の区分 法適（一部適用） 

処理区域内人口密度 107.98人／ha 
流域下水道への 

接続の有無 

江戸川左岸流域下水

道に接続 

処理分区数 ３処理分区 

処 理 場 数 なし 

 

◆管路施設◆ 

供用開始（※）から 40年以上が経過した老朽施設の増加が懸念される中、平成 23年３月 11日

に発生した東日本大震災では、市域の３/４を占める埋立区域のほぼ全域にわたって、液状化によ

る大量の噴砂等により多くの下水道施設が被害を受けた。被災した施設は、復旧工事によりリニ

ューアルされたところであるが、計画的な耐震対策を行う必要があるため、平成 25年度に総合地

震対策計画を策定しており、計画的に耐震化事業を実施している（図２－２）。昭和 53年から平

成 10年にかけて整備を行っており、特に中町新町の整備については、千葉県や民間開発によって

整備されたもので、近年は新設管の整備はほとんどない。近年に布設延長が多いのは、災害復旧

によるものである。 

経過年数区分別の管渠延長を見ると（図２－３）、全体の 41％（84.5㎞）程度が布設から 30年

以下である。59％（123.7㎞）程度が布設から 31年以上経過しており、そのうち 24％（50.3㎞）

が布設から 41 年以上経過している。こうした老朽管については、平成 29 年度にストックマネジ

メント全体計画を策定しており、計画的に管路の修繕・改築事業を実施している。 

また、今後中長期的な視点においても追加整備を行うこととしている。 

（下水道台帳属性データより集計。年度不明施設は除外して集計） 

図 ２－２ 管渠の整備状況 
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図 ２－３ 管渠の経過年数区分別延長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

6 

◆汚水中継ポンプ場・マンホールポンプ◆ 

本市では、汚水中継ポンプ場（※）２箇所、汚水マンホールポンプ（※）２箇所を有している。 

汚水中継ポンプ場は、高洲ポンプ場、舞浜ポンプ場の２箇所である（表２－２）。舞浜ポンプ場

に関しては、当初下水処理施設として運転されており、昭和 63年度に汚水中継ポンプ場として供

用開始され現在に至る。いずれも供用開始から 30年以上経過しており、機械電気設備は耐用年数

を経過、土木建築施設も今後耐用年数を迎えることになり、舞浜ポンプ場においては耐震性能が

不足していることから令和 12年度に建替えを予定している。 

 

表 ２－２ 汚水中継ポンプ場施設概要一覧 

名称 高洲ポンプ場 舞浜ポンプ場 

供用開始年月 平成元年４月 ［旧処理場］昭和 57年頃 

［汚水中継ポンプ場］昭和 63 年６月 

位 置 浦安市高洲六丁目 1-14 浦安市舞浜二丁目 39-1 

排除方式 分流式 分流式 

ポンプ場種類 分流 分流 

計画水量 4.3㎥/分 21.1㎥/分 

既設能力 14.8㎥/分 

（3.7 ㎥/分×２台＋7.4 ㎥/分×２

台 (うち予備１台)） 

33.3㎥/分 

（11.1㎥/分×４台(うち予備１台)） 

 

マンホールポンプは、鉄鋼通りマンホールポンプ、海楽マンホールポンプの２箇所である（表

２－３）。鉄鋼通りマンホールポンプは約 21年、海楽マンホールポンプは約 35年供用開始から経

過しており、汚水中継ポンプ場と同様に改築事業に着手していく。 

 

表 ２－３ マンホールポンプ施設概要一覧 

名称 鉄鋼通りマンホールポンプ 海楽マンホールポンプ 

供用開始年月 平成 14年 昭和 63年 

排除方式 分流式 分流式 

ポンプ場種類 分流 分流 

既設能力 1.2㎥/分 

ポンプ口径φ80×揚水量 1.2 ㎥/分

×揚程４m×2.2kW×２台(うち予備

１台) 

0.87㎥/分 

ポンプ口径φ100×揚水量 0.87 ㎥/分

×揚程 5.4m×3.7kW×２台(うち予備

１台) 
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（３）有収水量及び有収率 

最近 10年間の年間処理水量、有収水量（※）及び有収率（※）は、令和３年度を除きほぼ横ば

い傾向であった。令和３年度では、年間処理水量はほぼ横ばい傾向にあるなか、有収水量が減少

したため、有収率が下落する結果となった。 

年間約 5,000,000 ㎥が不明水（※）として扱われており、汚水処理原価で換算すると、約５億

４千万円程度、流域下水道維持管理負担金（※）で換算すると約３億２千万円程度である。 

改築更新に合わせた施設の密閉性の確保による対策に加え、不明水の原因特定に努めていく必

要がある。 

また、令和６～16 年度において、有収水量は約 2,200～2,300 万㎥、有収率は約 80.9％とほぼ

同程度を見込んでいる（図２－４）。 

 

図 ２－４ 年間処理水量、有収水量及び有収率の推移 
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（４）下水道使用料 

最近 10年間の有収水量及び使用料収入は、概ね横ばいもしくは増加傾向であった。令和３～令

和５年度の３か年では、有収水量及び使用料収入は増加傾向にある。 

１か月当たりの下水道使用料（一般家庭用）は、令和２～５年度値で平均 1,848（円/20㎥）で

あるが、これは人口 10万人以上 30万人未満の平均値 1,953（円/20㎥）及び最低限行うべき経営

努力として国が求めている 3,000（円/20㎥）を下回っている状況である。 

また、令和６～16 年度において、下水道使用料は約 26～27 億円とほぼ同程度を見込んでいる

（図２－５）。 

本市の下水道使用料体系は、令和元年 10月に改定し、一律 20％増額している（表２－４）。 

図 ２－５ 有収水量及び使用料収入の推移 

 

表 ２－４ 下水道使用料金表 
 

区分 汚水排除量 使用料(税抜) 

一般汚水 10m3以下(基本料金) 780円 

10m3を超え 20m3以下 1m3につき 90円 

20m3を超え 30m3以下 1m3につき 102円 

30m3を超え 50m3以下 1m3につき 114円 
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100m3を超え 500m3以下 1m3につき 138円 

500m3を超え 1,000m3以下 1m3につき 150円 

1,000m3を超えるもの 1m3につき 168円 
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下水道使用料収入と汚水処理費の比較を次に示す（図２－６）。 

下水道使用料収入と汚水処理費（資本費＋維持費）（※）を比較すると、令和２年度から令和

６年度までは、使用料収入が汚水処理費（資本費＋維持費）及び汚水処理費（維持費）（※）を上

回る状況となっている。これは、令和元年 10月に使用料の改定を行った結果が表れている。 

一方で、令和７～16年度において、汚水処理費（資本費＋維持費）は約 27～30億円で、そのう

ち流域下水道維持管理負担金は約 17～20 億円を見込んでいるが、令和７年度以降は汚水処理費

（資本費＋維持費）が使用料収入を上回ることが想定される。 

 そのため、今後も下水道事業のさらなる自立経営を目指し、支出事業のダウンサイジングや使

用料体系の見直し等を図りながら、増加傾向にある流域下水道維持管理負担金を踏まえ、汚水処

理費（資本費＋維持費）を賄えるレベルまで段階的に引き上げていくことを視野にいれた検討が

必要である。 

  

 

図 ２－６ 下水道使用料収入と汚水処理費の比較 
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（５）流域下水道負担金 

本市の下水道事業は、千葉県江戸川左岸流域下水道の流域関連公共下水道として事業を行って

いる。単独公共下水道事業のように、自前の処理場の建設、改築、維持管理等に要する費用は生

じないが、千葉県江戸川左岸流域下水道に流域下水道建設負担金（※）、維持管理負担金を支払

っている。流域下水道に関する負担金について、流域下水道建設負担金は令和５年度実績で約２

億７千万円、流域下水道維持管理負担金は令和５年度実績で約 15億５千万円となっており、本市

の下水道事業経営に及ぼす影響は大きいものである（図２－７）。 

千葉県の流域下水道における経営比較分析表を見ると次のとおり示されている。「収益収支比

率（※）、企業債残高対事業規模比率（※）等の指標から経営状況は健全であるといえる。今後

は、耐用年数を経過して老朽化する施設が出てくることから、投資計画等と併せ計画的に更新し

ていく。」 

千葉県流域下水道事業は令和２年度より、地方公営企業法の適用を実施している。今般、令和

７年度より流域下水道維持管理負担金の増額改定が予定されており、今後も定期的に改築更新事

業等の実施に伴う負担金等の増額改定が懸念されるため留意が必要である。 

また、令和６～16年度において、流域下水道建設負担金は約４億円を見込んでいる。 

 

図 ２－７ 流域下水道の各種負担金の推移 
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（６）収益的収支 

収益的収支（※）については、令和２年度から地方公営企業法を適用しているため、令和２年

度から令和５年度までの推移を確認する。 

収益的収入に関しては、次のとおりである（図２－８）。 

主に下水道使用料は約 22～26億円で推移し、他会計負担金については約１～２億円が投入され

ている。また、長期前受金戻入は約 10億円と横ばいとなっている。従って、収益的収入合計は約

35～39億円で推移している。 

 

 

図 ２－８ 収益的収入の推移 
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収益的支出に関しては、次のとおりである（図２－９）。 

主に流域下水道維持管理負担金が約 13～15億円で推移し、その他営業内費用（主に流域下水道

維持管理負担金及び職員給与費を除く維持管理費用）は約 19 億円と横ばいとなっている。また、

地方債利息については約１億円であるが、減少傾向にある。従って、収益的支出合計は約 35～36

億円で推移している。 

よって、収支差引は、約 0.2～４億円程度の黒字で推移している。 

また、令和６～16年度において、収益的収入は約 38～39億円、収益的支出は約 37～42億円で、

収支差額は令和６年度が 0.4 億円のプラスになるが、令和 7年度以降は約 0.2～2.8億円のマイナ

スになると見込んでいる。 

 

図 ２－９ 収益的支出の推移 
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（７）資本的収支 

資本的収支（※）については、令和２年度から地方公営企業法を適用しているため、令和２年

度から令和５年度までの推移を確認する。 

資本的収入に関しては、次のとおりである（図２－１０）。 

地方債は令和３年度の約２億円を除き約５～７億円となっており、他会計出資金については、

約 0.6～3.7億円で推移し、近年は減少傾向にある。従って、資本的収入合計は約６～９億円で推

移している。なお、工事負担金は令和７年度以降の計画期間内における賦課は未定である。 

 

 図 ２－１０ 資本的収入の推移 
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資本的支出に関しては、次のとおりである（図２―１１）。 

建設改良費は約３～５億円で推移し、近年は微増傾向にある。一方、地方債元金償還は約 10億

円とほぼ横ばいとなっている。従って、資本的支出合計は約 14～16億円で推移している。 

また、令和６～16 年度において、資本的収入は約６～30 億円、資本的支出は約 11～35 億円に

なると見込んでいる。 

 

図 ２－１１ 資本的支出の推移 
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（８）地方債 

地方債借入は、昭和 56年度より始まり平成７年度をピークに減少傾向である。元金償還は、近

年災害復旧費の関連で増加しているが、同程度の償還が見られる。地方債残額は、平成 12年付近

をピークに減少傾向が続いているが、令和元年度以降は再び増加傾向に転じ、令和 10～16年度は

横ばいとなる見込みである（図２－１２）。 

 

 

図 ２－１２ 地方債借入、償還、残額の推移 
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（９）組織 

本市の下水道事業の執行体制は、図２－１３のとおり現在 11人となっている。建設等に係る資

本勘定職員数は震災以降３～４年で増加傾向であったが、震災前の水準と同等程度となっている。

維持管理、総務、管理に係る損益勘定職員は、震災前後で大きな変動はない。 

また、令和７年度以降の体制も令和６年度と同程度の体制を見込んでいる。 

図 ２－１３ 職員体制及び職員数 

 

（１０）民間活力の活用等 

料金徴収業務やポンプ場管理業務等を民間等に業務委託しており、効率化を図る取組を実施し

ている。 
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２. 行政人口と排水需要 

本市の人口は、1986年時点では 10万人未満であったが、毎年増加し令和６年３月時点で 171,307

人である（図２－１４）。なお、本市の人口普及率（処理区域内人口／行政人口）は 99.8％であ

ることから、行政人口の予測をもって処理区域内人口の予測とする。また、本市行政人口将来推

計人口によると、2040 年まで増加傾向であるが 2055 年では 172,579 人になる見込みであり、ほ

ぼ横ばいで推移している（図２－１５）。 

排水需要に関しては、将来推計人口がほぼ横ばいであることを鑑み、現時点の排水需要と同等

として計画を立案することとする。 

 

 図 ２－１４ 行政人口の推移（実績） 浦安市統計データより 

 図 ２－１５ 行政人口の推移（予測） 浦安市統計データより 
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３. 現状の財務分析 

(１) 経営比較分析表による分析 

令和４年度「経営比較分析表」（総務省）を基に財務分析を実施した。本市の現状とあわせて、

類似団体平均値を示している。類似団体区分ごとの平均値と本市の指標を比較・検討することに

より、問題点や特殊性を明らかにして健全経営を行っていく上での参考とする。 

なお、浦安市下水道事業は類似団体区分（表２－５）では、Ａaに該当する。 

 

表 ２－５ 類似団体区分表 

  

 

 

 

 

 

令和4年度「経営比較分析表」類似団体区分

[公共下水道区分一覧表]

処理区域内人口区分 処理区域内人口密度区分 供用開始後年数別区分 類型
区分 団体数

政令市等 政令市等 21

100人/ha以上 Aa 33
75人/ha以上 Ab 30

30年以上 Ac1 46
30年未満 Ac2 2

50人/ha未満 Ad 59
100人/ha以上 Ba 8

30年以上 Bb1 25
30年未満 Bb2 2
30年以上 Bc1 63
30年未満 Bc2 12
30年以上 Bd1 158
30年未満 Bd2 23

75人/ha以上 Ca 3
30年以上 Cb1 25
15年以上 Cb2 22
15年未満 Cb3 4
30年以上 Cc1 153
15年以上 Cc2 150
15年未満 Cc3 19
30年以上 Cd1 122
15年以上 Cd2 186
15年未満 Cd3 11

3万未満

50人/ha以上

25人/ha以上

25人/ha未満

10万以上
50人/ha以上

3万以上

75人/ha以上

50人/ha以上

50人/ha未満
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(ア)経営の健全性・効率性 

① 経常収支比率（％） 

【算式】 

 

 

【指標の意味】 

当該年度において、使用料収入や一般会計繰入金等の収益で、維持管理費や支払利息等の費

用をどの程度賄えているかを表す指標である。 

当該指標は、単年度の収支が黒字であることを示す 100％以上となっていることが必要であ

る。数値が 100％未満の場合、単年度の収支が赤字であることを示しているため、経営改善に向

けた取組が必要である。 

分析に当たっての留意点として、例えば、当該指標が 100％以上の場合であっても、更なる費

用削減や更新投資等に充てる財源が確保されているか等、今後も健全経営を続けていくための

改善点を洗い出すといった観点から分析する必要があると考えられる。 

また、経常収益（総収益）について、使用料以外の収入に依存している場合は、経費回収率

と併せて分析し、経営改善を図っていく必要がある。一方、当該指標が 100％未満の場合であっ

ても、経年で比較した場合に、右肩上がりで 100％に近づいていれば、経営改善に向けた取組

が成果を上げている可能性があるといえ、今後も改善傾向を続けていく観点から分析する必要

があると考えられる。 

 

【指標数値】 

浦 安 市：104.62％ 

類似団体平均：107.29％ 

全 国 平 均：106.11％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経常収益

経常費用
経常収支比率（％） ×100
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【指標分析】 

経常収支比率は 100％以上となっており、黒字決算となっている。 

令和４年度は、新型コロナウイルス感染症の影響で停滞していた経済状況が回復傾向に入り、

大型商業施設等での汚水排水量が増加したことが要因と考えられる。 

 

 

★令和２年度から地方公営企業法を適用したため、令和２年度以前のデータはない。  



 

21 

② 累積欠損金比率（％） 

【算式】 

 

 

【指標の意味】 

営業収益に対する累積欠損金（営業活動によって生じた損失で、前年度からの繰越利益剰余

金等でも補塡することができず、複数年度にわたって累積した損失のこと）の状況を示す。 

当該指標は、累積欠損金が発生していないことを示す０％であることが求められる。累積欠

損金を有している場合は、経営の健全性に課題があるといえる。経年の状況も踏まえながら０％

となるよう経営改善を図っていく必要がある。 

分析に当たっての留意点として、例えば、当該指標が０％の場合であっても、使用料収入が

減少傾向にある場合や維持管理費が増加傾向にある場合には、将来の見込みも踏まえた分析が

必要であると考えられる。 

また、下水道事業の性質上、供用開始後間もない場合は接続率が低く使用料収入が少額とな

り数値が高くなることが想定されるが、このような場合も、使用料収入の増加が見込めるかと

いった将来の見込みも踏まえた分析が必要であると考えられる。 

 

【指標数値】 

浦 安 市：0.00％ 

類似団体平均：0.90％ 

全 国 平 均：3.15％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当年度未処理欠損金

営業収益－受託工事収益
累積欠損金比率（％） ×100
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【指標分析】 

未処理欠損金については発生していない。 
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③ 流動比率（％） 

【算式】 

 

 

【指標の意味】 

１年以内に支払うべき債務（流動負債）に対して支払うことができる現金等（流動資産）の

状況を表す指標である。 

当該指標は、１年以内に支払うべき債務に対して支払うことができる現金等がある状況を示

す 100％以上であることが必要である。一般的に 100％を下回るということは、１年以内に現

金化できる資産で、１年以内に支払わなければならない負債を賄えておらず、支払能力を高め

るための経営改善を図っていく必要がある。 

分析に当たっての留意点として、例えば、当該指標が 100％を上回っている場合であっても、

現金といった流動資産が減少傾向にある場合や一時借入金といった流動負債が増加傾向にある

場合には、将来の見込みも踏まえた分析が必要であると考えられる。 また、当該指標が 100％

未満であっても、流動負債には建設改良費等に充てられた企業債・他会計借入金等が含まれて

おり、これらの財源により整備された施設について、将来、償還・返済の原資を使用料収入等

により得ることが予定されている場合には、一概に支払能力がないとはいえない点も踏まえた

分析が必要であると考えられる。 

 

【指標数値】 

浦 安 市： 66.30％ 

類似団体平均：100.73％ 

全 国 平 均： 73.44％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

流動資産

流動負債
流動比率（％） ×100
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【指標分析】 

流動比率は 66.30％であり 100％を下回っているが、流動負債の８割以上は建設改良費等に充

てられる企業債償還元金が占めており、使用料収入の状況からは資金運用上問題ないと考えて

いる。 
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④ 企業債残高対事業規模比率（％） 

【算式】 

 

 

【指標の意味】 

営業収益に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を示す指標である。 

当該指標については、明確な数値基準はないと考えられる。したがって、経年比較や類似団

体との比較等により自団体の置かれている状況を把握・分析し、適切な数値となっているか、

対外的に説明できることが求められる。 

分析に当たっての留意点として、例えば、当該指標が類似団体との比較で低い場合であって

も、 投資規模は適切か、使用料水準は適切か、必要な更新を先送りしているため企業債残高が

少額となっているに過ぎないかといった分析を行い、経営改善を図っていく必要があると考え

られる。 

 

【指標数値】 

浦 安 市：273.15％ 

類似団体平均：481.88％ 

全 国 平 均：652.82％ 

 

【指標分析】 

企業債残高対事業規模比率は、類似団体平均値を下回っているが、今後の施設更新費用の増

加に備えて注視していく必要がある。 

 

企業債現在高合計－一般会計負担分

営業収益－受託工事収益－雨水処理負担金
企業債残高対事業規模比率（％） ×100
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⑤ 経費回収率（％） 

【算式】 

 

 

【指標の意味】 

使用料で回収すべき経費を、どの程度使用料で賄えているかを表した指標であり、使用料水準

等を評価することが可能である。 

当該指標は、使用料で回収すべき経費を全て使用料で賄えている状況を示す 100％以上である

ことが必要である。 

数値が 100％を下回っている場合、汚水処理に係る費用が使用料以外の収入により賄われてい

ることを意味するため、適正な使用料収入の確保及び汚水処理費の削減が必要となる。 

 

【指標数値】 

浦 安 市：110.43％ 

類似団体平均：101.87％ 

全 国 平 均： 97.61％ 

 

【指標分析】 

経費回収率は 100％以上であり、使用料で回収すべき経費を全て使用料で賄えている状況で

ある。また、類似団体平均値も上回っており、適正な数値を維持している。 

 

 

 

下水道使用料

汚水処理費（公費負担分を除く）
経費回収率（％） ×100



 

27 

⑥ 汚水処理原価（円） 

【算式】 

 

 

【指標の意味】 

有収水量１㎥あたりの汚水処理に要した費用であり、汚水資本費・汚水維持管理費の両方を

含めた汚水処理に係るコストを表した指標である。 

当該指標については、経年比較や類似団体との比較等により自団体の置かれている状況を把

握し、効率的な汚水処理が実施されているか分析し、適切な数値となっているか、対外的に説

明できることが求められる。 

また、例えば、当該指標が類似団体との比較で低い場合であっても、有収水量や汚水処理費

の経年の変化等を踏まえた上で、現状を分析し、今後の状況について将来推計する必要がある。 

また、分析及び統計を元に必要に応じて、投資の効率化や維持管理費の削減、接続率の向上

による有収水量を増加させる取組といった経営改善が必要である。 

 

【指標数値】 

浦 安 市：105.24円 

類似団体平均：111.88円 

全 国 平 均：138.29円 

 

【指標分析】 

汚水処理原価は、経費回収率及び類似団体平均値を下回っており、有収水量１㎥あたりにか

かるコストは低いといえる。 

汚水処理費（公費負担分を除く）

年間有収水量
汚水処理原価（円） ×100



 

28 

⑦水洗化率（％）  

【算式】 

 

 

【指標の意味】 

現在処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水処理している人口の割合を表し

た指標である。 

当該指標については、公共用水域の水質保全や、使用料収入の増加等の観点から 100％となっ

ていることが望ましく、一般的に数値が 100％未満である場合には、汚水処理が適切に行われて

おらず、水質保全の観点から問題が生じる可能性があることや、使用料収入を図るため、水洗

化率向上の取組が必要である。 

分析に当たっての留意点としては、当該指標の向上を図るため、新たに管渠を整備すること

が、地理的要因等により整備に係る費用が増大するため、費用対効果を検証し、将来の見込み

も踏まえた分析が必要である。 

 

【指標数値】 

浦 安 市：98.04％ 

類似団体平均：97.53％ 

全 国 平 均：95.82％ 

 

【指標分析】 

水洗化率は、98％を超えている。また、類似団体と比較して高水準となっており、水洗化が

進んでいることを意味する。 

現在水洗便所設置済人口

現在処理区域内人口
水洗化率（％） ×100
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(イ) 老朽化の状況 

①有形固定資産減価償却率（％） 

【算式】 

 

 

【指標の意味】 

有形固定資産のうち、償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表す指標で、資産

の老朽化度合を示している。 

当該指標については、明確な数値基準はないと考えられ、経年比較や類似団体との比較等に

より自団体の置かれている状況を把握・分析し、適切な数値となっているか、対外的に説明で

きることが求められる。 

一般的には、数値が 100％に近いほど保有資産が法定耐用年数に近づいていることを示して

おり、将来の施設の改築（更新・長寿命化）等の必要性を推測することができる。  

また、他の老朽化の状況を示す指標である管渠老朽化率や管渠改善率の状況を踏まえ分析す

る必要があると考えられ、施設の改築等の必要性が高い場合などには、改築等の財源の確保や

経営に与える影響等を踏まえた分析を行い、必要に応じて経営改善の実施や投資計画等の見直

しなどを行う必要がある。 

 

【指標数値】 

浦 安 市： 9.04％ 

類似団体平均：26.87％ 

全 国 平 均：39.74％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有形固定資産減価償却累計額

有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価
有形固定資産減価償却率（％） ×100
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【指標分析】 

有形固定資産減価償却率は、類似団体と比較して低い水準となっているが、これは令和２年

度から公営企業会計を導入したことに伴い、減価償却計算を開始している事が影響していると

考えられる。 
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②管渠老朽化率（％） 

【算式】 

 

 

【指標の意味】 

法定耐用年数を超えた管渠延長の割合を表した指標で、管渠の老朽化度合を示している。 

当該指標は、明確な数値基準はないと考えられ、経年比較や類似団体との比較等により自団

体の置かれている状況を把握・分析し、適切な数値となっているか、対外的に説明できること

が求められる。 

一般的には、数値が高い場合には法定耐用年数を経過した管渠を多く保有しており、管渠の

改築等の必要性を推測することができる。 

また、他の老朽化の状況を示す指標である有形固定資産減価償却率や管渠改善率の状況を踏

まえ分析する必要があると考えられ、管渠の改築等の必要性が高い場合などには、改築等の財

源の確保や経営に与える影響等を踏まえた分析を行い、必要に応じて経営改善の実施や投資計

画等の見直しなどを行う必要がある。 

 

【指標数値】 

浦 安 市： 1.15％ 

類似団体平均：12.40％ 

全 国 平 均： 7.62％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法定耐用年数を経過した管渠延長

下水道布設延長
管渠老朽化率（％） ×100
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【指標分析】 

管渠老朽化率は、類似団体と比較して低い水準となっているが、昭和 50年度に建設事業を開

始したため、耐用年数を経過している管渠は現時点では少ないものの、今後老朽化が進んでい

くことから、老朽化率が上昇していくことが見込まれる。 
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③管渠改善率（％） 

【算式】 

 

 

【指標の意味】 

当該年度に更新した管渠延長の割合を表した指標で、管渠の更新ペースや状況を把握できる。 

当該指標については、明確な数値基準はないと考えられるが、数値が１％の場合、すべての

管路を更新するのに 100年かかる更新ペースであることが把握できる。 

経年比較や類似団体との比較等により自団体の置かれている状況を把握・分析し、適切な数

値となっているか、対外的に説明できることが求められる。 

また、当該指標の分析には、他の老朽化の状況を示す指標である有形固定資産減価償却率や

管渠老朽化率の状況を踏まえ分析する必要があると考えられ、管渠の改築等の必要性が高い場

合などには、改築等の財源の確保や経営に与える影響等を踏まえた分析を行い、必要に応じて

経営改善の実施や投資計画等の見直しなどを行う必要がある。 

 

【指標数値】 

浦 安 市：0.05％ 

類似団体平均：0.16％ 

全 国 平 均：0.23％ 

 

【指標分析】 

管渠改善率は、類似団体と比較して低い水準となっているが、今後管渠の老朽化が進んでい

くことから、更新すべき管渠の把握や更新工事額、財源等の確保など適切な管理をしていく必

要がある。 

改善（更新・改良・維持）管渠延長

下水道布設延長
管渠改善率（％） ×100
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(２) 近隣自治体との比較 

令和４年度「経営比較分析表」（総務省）を基に近隣自治体との分析値の比較を行う。 

比較を行う近隣自治体は、本市と同じくする千葉県江戸川左岸流域下水道管内の８団体と他県

の本市と実態が近い２団体とした。（表２－６）（表２－７） 

 

表 ２－６ 近隣市との比較（１） 

 

表 ２－７ 近隣市との比較（２） 

団体名 類型区分 処理区域内人口（人）
一般家庭用使用料（円/月）

（1カ月20㎥あたり）
有収率（％）

浦安市 Aa 170,137 1,848 82.8

船橋市 Aa 588,625 2,211 81.4

市川市 Aa 381,900 2,563 83.9

松戸市 Aa 439,612 2,468 79.4

習志野市 Aa 167,297 2,192 76.4

流山市 Aa 195,221 2,200 79.8

鎌ケ谷市 Ba 77,540 2,698 75.7

柏市 Ab 392,523 2,357 77.0

野田市 Ac1 109,481 2,310 80.5

神奈川県座間市 Aa 128,563 2,634 94.0

埼玉県新座市 Aa 158,855 1,639 100.0

団体名 水洗化率（％） 使用料単価（円/㎥） 汚水処理原価（円/㎥） 経費回収率（％）

浦安市 98.0 116.21 105.24 110.4

船橋市 94.6 139.40 150.00 92.9

市川市 92.2 139.88 145.52 96.1

松戸市 96.8 149.73 150.00 99.8

習志野市 98.0 156.03 135.45 115.2

流山市 93.5 123.83 133.51 92.8

鎌ケ谷市 91.3 155.84 155.84 100.0

柏市 91.2 144.83 141.34 102.5

野田市 93.5 141.28 150.00 94.2

神奈川県座間市 97.9 137.82 127.29 108.3

埼玉県新座市 98.6 89.38 88.58 100.9
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第３章  投資・財政計画（収支計画） 

１. 試算条件 

令和７年度以降の各収支額は、令和２～５年度決算額を基本として算出した。また、今後の排

水需要により影響を受ける費目（下水道使用料、光熱水費、流域下水道維持管理負担金）は排水

水量の推計を基に算出している。人件費や物件費等については、物価上昇は見込まず、令和２～

５年度の平均値で推移するものとし、改築・修繕費についてはストックマネジメント全体計画で

示されているもの、耐震補強費については総合地震対策計画で示されているもの及び公共下水道

整備計画で示されているものを使用する。 

投資以外の費用については、令和２～５年度決算の平均値で設定した。 

なお、令和６年度については、予算額を用いて算出している。 

２. 収益的収支 

本市の下水道事業に係る収益的収支を、次のとおり見込む（図３－１）。令和 7年度からの 10

年間の収益については、下水道使用料約 26～27 億円のほか、他会計負担金約 1.6～1.7 億円、長

期前受金戻入約 10 億円で試算した。費用については、職員給与費 60,357 千円、委託料等経費約

21～23億円、減価償却費約 16～17億円、支払利息約 0.9～1.0億円で試算した。（詳細 P38投資

財政計画参照） 

令和 7 年度以降、流域下水道維持管理負担金の増額改定が実施されることから、収益的収支が

マイナスになると見込んでいる。 

 

  図 ３－１ 収益的収支の推移  
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下水道使用料の推移を図３－２に示す。今後の人口動向等を考慮した下水道使用料は約 26～

27億円である。 

     図 ３－２ 下水道使用料の推移 

 

 減価償却費の推移を図３－３に示す。単年度減価償却費は約 16～17億円である。現段階の試

算では、改築更新における資産除却は考慮していない。 

  図 ３－３ 減価償却費の推移 

 

長期前受金戻入の推移は、図３－４に示すとおりであり、長期前受金戻入は約 10億円であ

る。上記より、減価償却費に関する実質費用（減価償却費－長期前受金戻入）は、約６～７億円 

である。 

   図 ３－４ 長期前受金戻入の推移 
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３. 資本的収支 

(１) 資本的収支 

本市の下水道事業に係る資本的収支を、次のとおり見込む（図３－５）。令和 7年度からの 10

年間の支出は、建設改良費６～31億円、地方債元金償還４～６億円で試算した。収入は、国庫補

助金 0.8 億円～12 億円、企業債 4.4～15 億円で試算した（詳細 P39 投資財政計画参照）。特に、

令和 9年度の支出については、舞浜ポンプ場の整備計画が大きな要因となっている。       

支出が収入を大幅に上回っており、資本的収支がマイナスとなっているが、補填財源により不

足額を補填する。補填財源は、資本的収支消費税調整額（※）と損益勘定留保資金（※）とした。 

図 ３－５ 資本的収支の推移 

 

 各種事業計画に基づき、投資及び財源計画を次に示す（表３－１）。令和５年度末時点で予定

されている投資計画としては、次に示すとおりであるが、今後変更される可能性もあるため、随

時見直しが必要となる。投資に対する財源は、国費（国庫補助金）と企業債とし、約 50％ずつ

充当して試算した。特に令和 9年度の事業費については、舞浜ポンプ場の整備計画に伴う事業費 

が増えている。 

表 ３－１ 投資及び財源計画          （単位：千円） 
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(２) 企業債 

 企業債に関しては、計画期間中で償還が進み、企業債残高は令和 10年度から横ばいになる（図

３－６）。これは新規の企業債借入が少ないことが原因のひとつである。ただし当面は年間の元

金償還費が約４～６億円程度であることから、資本的収支等のバランスに十分留意する必要があ

る。 

図 ３－６ 企業債償還の推移  

 

(３) 補填財源繰越額と一般会計出資金 

令和７年度以降、補填財源の繰越額は増加すると見込んでいる（図３－７）。また、一般会計

出資金は、建設改良費のうち、企業債及び国庫補助金で充当されない部分について計上している。 

 

 図 ３－７ 補填財源繰越額及び一般会計出資金の推移  
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４. 投資・財政計画 

投資・財政計画を次に示す。 

表
 ４

－
２
 
投
資
・
財
政
計
画
（
１
）
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※
１
 
令
和
６
年
度
は
予
算
額
の
た
め
、
職
員
給
与
費
な
ど
の
一
部
の
費
目
は
決
算
見
込
額
よ
り
や
や
多
め
と
な
っ
て
い
る
。

 

 
※
２

 
令
和
９
年
度
建
設
改
良
費
は
舞
浜
ポ
ン
プ
場
建
替
に
よ
る
工
事
費
計
上
な
ど
の
た
め
多
額
の
支
出
を
見
込
ん
で
い
る
。

 

表
 ４

－
３

 
投
資
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第４章  経営の基本方針と経営健全化への取り組み 

１. 経営方針 

 下水道は、公衆衛生の確保と生活環境の改善及び公共用水域の水質保全といった公益的な役割

を果たしていると共に、人口普及率が 99.8％に達している浦安市においては、市民生活に欠くこ

とのできないライフラインであることから、将来にわたり事業を安定的に継続する必要がある重

要な都市基盤施設である。 

 今後、下水道施設の老朽化や人口減少に伴う有収水量の減少が予測される中、これに伴う更新

費用の増加や下水道使用料の減少、更に昨今の物価上昇に伴う流域下水道維持管理負担金等の汚

水処理費の増加が見込まれているところである。 

 そのような厳しい経営環境が見込まれる中で、経営課題に対して必要かつ効果的な事業運営を

行うため、経営の健全化に取り組む。 

 

２. 経営健全化への取り組み 

 下水道事業の経営課題を解決するために、目標を掲げて、以下の取り組みにより将来にわたり

安定的・継続的な事業運営に努める。 

 

目標１ 安定した経営基盤の強化 

≪取り組み≫ 

◇財務分析の課題であげた各指標（経費回収率等）について改善を図るため、支出事業の効率化

を図ると共に、適切な使用料体系への見直しを行う。 

◇今後の事業運営の中で遊休資産が発生する際には、遊休資産の売却や貸付等について検討する。 

◇投資、維持管理の合理化、効率化を推進し、支出の削減策として、千葉県と連携し流域下水道

による汚水の共同処理や上下水道料金徴収一元化等を継続して行う。 

◇現在実施している民間活用を継続すると共に、下水道事業経営のさらなる効率化のため、新た

な民間活用についても検討する。 

◇下水道事業会計の透明性を図り、的確な経営を可能にするため、財務諸表の分析や公表を行う。 
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目標２ 安全で安心なまちづくり 

≪取り組み≫ 

◇地震時においても、下水道が最低限有すべき機能を確保し、主要な管きょやマンホールの耐震

化を図るため、総合地震対策事業を進める。 

［総合地震対策事業スケジュール］ 

 総合地震対策事業対象管きょ約 59km のうち、短期計画対象路線約９km を令和７年度までに２

km、令和 10年度までに約７kmの耐震化が完了する予定である。 

◇下水道施設の延命化とライフサイクルコストの平準化を図り、下水道施設を一体的に捉え、改

築及び修繕を計画・効率的に実施するため、ストックマネジメント推進事業を進める。 

［ストックマネジメント推進事業スケジュール］ 

 ストックマネジメント推進事業一巡目対象管きょ約 145km は、令和 5 年度までにすべての路線

の調査を完了し、二巡目対象管きょ約 182kmは令和 14年度までにすべての路線の調査を完了す

る予定である。 

◇老朽化及び耐震性能が不足している舞浜ポンプ場について、建て替えを進める。 

［舞浜ポンプ場整備事業スケジュール］ 

 舞浜ポンプ場整備事業については、令和７年度に基本設計、令和８年度に詳細設計を実施し、

令和９年度に着工、令和 12年度に工事を完了する予定である。 

◇建設改良費の負担軽減策として、国・県からの補助金や企業債の発行等を引き続き活用する。 

 

目標３ 快適で良好な生活環境の提供 

≪取り組み≫ 

◇公共下水道未整備地域における公共下水道整備事業や私道整備事業を推進する。 

◇公共下水道未接続世帯に対して、環境衛生の向上や公共水域の水質保全等のご理解を得て、公

共下水道接続世帯の向上に努める。 
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第５章  経営戦略の事後検証・改定等に関する事項 

１. 経営戦略の事後検証 

本経営戦略は、ＰＤＣＡサイクル（Plan：計画、Do：実施、Check：検証、Action：見直し・改

善）を活用し、計画の実施状況の進捗管理を毎年度行うとともに、５年を経過した時点で見直し

を行うものとする（図５－１）。 

なお、県の流域下水道維持管理負担金単価の改定や社会情勢の変化等により計画と実績との乖

離が著しい場合は、事業手法の見直し等について検討を随時行う。 

 

    

図 ５－１ ＰＤＣＡサイクルの活用 

 

≪令和６年度事後検証作業の総括≫ 

 社会情勢等の変化による人口や排水量の見通し、流域下水道維持管理負担金をはじめとする汚

水処理費の見通しや施設の整備・維持管理の状況を踏まえ、既経営戦略（令和３年３月策定版）

の見直しを行ったところ、現状の経営状況については、各種経営指標の分析から健全であること

が確認できた。 

 しかしながら今後の見通しにおいては、汚水処理費が大幅に増加し、令和７年度以降の収益的

収支がマイナスとなり、経費回収率が 100％に満たない見込みであることから、収支状況（経費回

収率）を改善するための取組を示す「経費回収率の向上にむけたロードマップ」を策定し、経営

戦略に追加した。 
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２. 経費回収率の向上に向けたロードマップ 

「下水道事業における収支構造適正化に向けた推進についての留意事項」（国土交通省事務連

絡令和２年７月 22日）に基づき、経費回収率の向上に向けたロードマップを以下のように示しま

す。本計画は前計画の見直しを行い、令和 16年度までの 10年間のロードマップとする。 

また、社会情勢の変化が激しい昨今では、本市の下水道事業を取り巻く環境も大きく変化する

ことが考えられる。そこで、経営環境に柔軟に対応し、かつ、掲げた取り組みを着実に遂行する

ため、年度ごとに本計画の精査検証を行うとともに、下水道使用料改定の必要性を検討する。 

 

表 ５－１ 経費回収率の向上に向けたロードマップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 ５－２ 下水道使用料の改定（想定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※経営戦略の検証サイクルや流域下水道維持管理負担金の見直しにあわせて、５年毎に使用料改定を検討した場合を想定した

もの。 

  

経営戦略改定 経営戦略改定 経営戦略改定

接続率の向上 接続率向上や広報啓発活動

収入：使用料の改定 改定検討 改定検討 使用料改定 効果検証 効果検証 改定検討 改定検討 使用料改定 効果検証 効果検証

支出：流域下水道接続

支出：料金徴収一元化

令和1４年度 令和1５年度 令和1６年度

ロードマップ

令和９年度 令和１０年度 令和1１年度 令和1２年度 令和1３年度

経費回収率の向上

項目 具体的な内容
令和７年度 令和８年度

年度 内容

令和７年度 経営戦略改定・下水道使用料改定の必要性に関する検証

令和８年度 下水道使用料改定の検討

令和９年度 下水道使用料の改定

令和10年度 下水道使用料の効果検証（モニタリング）

令和11年度 下水道使用料改定の必要性に関する検証

令和12年度 経営戦略の改定

令和13年度 下水道使用料改定の検討

令和14年度 下水道使用料の改定

令和15年度 下水道使用料の効果検証（モニタリング）

令和16年度 下水道使用料改定の必要性に関する検証
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第６章  用語集 

 

Ｐ１『ストックマネジメント推進事業』 

既存の構築物を有効活用し、持続可能な下水道事業を推進するため、施設の状況を的確に評価し、

下水道施設を計画的かつ効率的に管理すること。 

 

Ｐ１『総合地震対策事業』 

災害時に重要な役割を果たす緊急輸送路及び防災拠点・病院・避難所に接続する主要な下水道施

設について、社会資本整備総合交付金を活用しながら耐震化を図るもの。 

 

Ｐ１『地方公営企業法を適用』 

平成 27年度に総務省より全国の公営企業に対して通知があり、そのうち下水道事業においては令

和２年度までに地方公営企業法の組織・財務・職員身分の既定の全部または財務のみの適用を行

うように要請があったもの。本市においては、令和２年度より財務適用を開始している。 

 

Ｐ３『千葉県江戸川左岸流域下水道』 

千葉県内の江戸川左岸に位置する流域関連８市（市川市・船橋市・松戸市・野田市・柏市・流山

市・鎌ケ谷市・浦安市）で、千葉県の管理する下水道施設を利用し、汚水の共同処理や建設費用

などを負担しているもの。 

 

Ｐ３『処理区域面積』 

下水道施設が整備済となっている地域の面積のこと。 

 

Ｐ３『面積普及率』 

下水道施設の整備済となっている面積の割合を示したもの。 

 

Ｐ３『人口普及率』 

下水道を利用できる地域の人口を、行政人口で除した値で、すなわち人口に占める下水道管が整

備された地域に住む人の割合を示したもの。 

 

Ｐ３『水洗化率』 

下水道を利用できる地域内で、実際に下水道に接続している人口の割合を示したもの。 
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Ｐ４『供用開始』 

下水道法第９条に定められた行為で、下水道施設が整備され下水処理の開始にあたり、下水道管

理者が公示を行い、その区域の土地所有者、使用者に遅滞なく下水道施設に排水設備を設置する

義務が生じること。 

 

Ｐ６『汚水中継ポンプ場』 

家庭や事業者から排出された汚水を下水道管の勾配を利用して処理場まで運ぶ必要があるが、河

川などどうしても勾配がとれない場所などに送水ポンプを設置して汚水を送水している施設。 

 

Ｐ６『汚水マンホールポンプ』 

家庭や事業者から排出された汚水を下水道管の勾配を利用して処理場まで運ぶ必要があるが、下

水道管の勾配がとれない場所のマンホール内に送水ポンプを設置している施設。 

 

Ｐ７『流域下水道維持管理負担金』 

下水道法第 31条の２の規定に基づき、流域下水道を管理する県が、その設置、改築、修繕、維持

その他の管理に要する費用を流域下水道により利益を受ける市町に対しその利益を受ける限度に

おいて負担させるもの。 

 

Ｐ７『有収水量』 

汚水処理された総水量のうち、不明水を除いた下水道使用料の対象となった水量のこと。 

 

Ｐ７『有収率』 

汚水処理された総水量のうち、不明水を除いた下水道使用料の対象となった水量の割合のこと。 

 

Ｐ７『不明水』 

本来、汚水のみを処理する処理場に流入する雨水や地下水などのこと。 

 

Ｐ９『汚水処理費（資本費+維持費）』 

汚水の処理をするために必要な経費を、施設の減価償却費、地方債利息及び維持管理費の合計で

表したもの。 

 

Ｐ９『汚水処理費（維持費）』 

汚水の処理をするため、日常の下水道施設の維持管理に要する経費であり、具体的には、人件費、 

動力費、薬品費、施設補修費、管渠清掃費などによって構成される。 
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Ｐ10『流域下水道建設管理負担金』 

下水道法第 31条の２の規定に基づき、流域下水道を管理する県が、その処理施設の建設に要する

費用を流域下水道により利益を受ける市町に対しその利益を受ける限度において負担させるもの。 

 

Ｐ10『収益収支比率』 

料金収入や一般会計からの繰入金などの総収益で、総費用に地方債償還金を加えた費用をどの程

度賄えているかを表す指標。 

 

Ｐ10『企業債残高対事業規模比率』 

料金収入に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を表す指標。 

 

Ｐ11『収益的収支』 

事業年度内に行われる、経営活動に伴い発生が予定されるすべての収益とそれに対応するすべて

の費用のこと。地方公営企業法施行規則別表５の予算書様式第３条に規定されていることから、

「３条予算」と呼ばれている。 

 

Ｐ13『資本的収支』 

将来の経営活動に備えて行う下水道施設の建設改良及び企業債に関する収入及び支出のこと。地

方公営企業法施行規則別表５の予算書様式第４条に規定されていることから、「４条予算」と呼

ばれている。 

 

Ｐ36『資本的収支消費税調整額』 

資本的収支予算の不足額に充てられる補てん財源。資本的支出にかかる消費税額から資本的収入

にかかる消費税額を差し引いた額。消費税の納税計算は、収益的収支・資本的収支予算を合わせ

て、収益的収支予算で執行するため、資本的収支予算の支出にかかる消費税分が、収益的収支予

算内に仮受消費税として留保される。 

 

Ｐ36『損益勘定留保資金』 

収益的収支予算における費用のうち、現金の支出を伴わない費用。主に、減価償却費や固定資産

除却費を指す。 
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